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はじめに 

地方の創生・人口減少対策は、明確な将来像のもとに、中長期的に政策を進

めていく必要がある。本県の人口は、２０００年（平成 12 年）に８２万９千

人のピークを迎えて以来、減少が始まっており、これまでも将来を見通し、着

実に独自の対策を進めてきた。 

平成１６年度（2004年度）の「ふくい２０３０年の姿」と、その４年後の改

訂版において、人口減少社会における福井の将来像を描き、翌１７年度には「元

気な子ども・子育て応援計画」を策定した。 

助け合いの子育て支援システムである「すみずみ子育てサポート」、地域が

若者の出会いを応援する「迷惑ありがた縁結び」、第３子の保育料などを無料

化する「ふくい３人っ子応援プロジェクト」など新しい政策を実施してきた。

これらは、その後、多くの自治体に取り入れられ政策のモデルとなっている。 

一方、平成７年（1995年）の地方分権推進委員会の「中間報告」やその後の

国土形成計画などにおいて繰り返し指摘されてきた、人と資金の東京一極集中

は一向に緩和されていない。この国土構造の歪みを国策として正さなければ、

地方の人口減少対策は実を結ばない。 

本県では平成１９年度（2007 年度）に、税の地方還流の仕組みとして、「ふ

るさと納税」を提案し、今では誰もが知る制度となっている。また、平成２２

年度（2010年度）には、地方の自立と分散を唱え、９県からなる「ふるさと知

事ネットワーク」を設立した。その後、メンバーは１３県にまで広がり、人や

企業の地方分散などの政策提言を行っている。 

こうした中、平成２６年（2014 年）１１月に「まち・ひと・しごと創生法」

が施行され、その目的に「東京圏への人口の過度の集中を是正」することが明

記された。また、同年１２月には、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョ

ン」および「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定された。 

県では、これまで以上に人口減少対策に重点を置き、県民の力を結集してい

くため、今回、具体的な政策として「ふくい創生・人口減少対策戦略（以下、

「本戦略」という。）」を策定する。 

人口減少に歯止めをかけるためには長い期間を要する。本戦略の５年間をき

っかけに、中長期的な対策も考慮に入れ、活力あるふるさとづくりを進めてい

く。 
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１ 戦略の視点 

（１）福井の有する「幸福」を人口問題の解決の新たな原動力にする 

現在進んでいる人口減少は、幸福を支える社会的な基盤を大きく損なう恐れ

がある。人口減少対策の究極の目的は、人口の増加とともに本県に「住む人」、

「来る人」の幸福の向上を達成することである。 

「幸福度日本一」の本県は、どの都道府県よりもこの目標の実現に近い環境

にあることから、幸福を人口問題解決の原動力と掲げ、幸福度を高める政策と

人口増加対策の間に良い循環をつくることを目指す。 

 

（２）従来の行政の領域を超えて政策を展開する「徹底戦略」を進める 

人口減少の新たな局面に対し柔軟に対応する「適応戦略」を併せて進める 

結婚への支援や少子化対策などがまだ行政の課題と考えられていなかった

時期から、本県は全国に先駆け、結婚相談や地域の縁結び活動、３人っ子の支

援などの政策を県民とともに進めてきた。今、本格的な人口減少の局面を迎え、

これまでの活動をもとに、行政領域を新しい分野に拡大し、県、市町、議会、

産業界、大学など一人ひとりの県民が総参加で実行を徹底していく。 

一方で、少子化対策などにより出生率が上昇しても、直ちには人口減少に歯

止めがかかるものではない。このため、人口減少社会に適応する対策を有効に

実施していくことも重要である。具体的には、労働力の減少に打ち勝つ産業の

生産性の向上や元気な高齢者、女性の活躍を推進するとともに、地域コミュニ

ティの活力を維持・発展させるため、集落における若者の活動などを促進する。 

 

（３）「ふるさと」に基づき交流人口など「愛着県民」を拡大し、人口減少に対応

する  

本県は「ふるさと納税」を制度として実現し、県内外のふるさとへ愛着を持

つ人々、いわば住所地に捉われない県民という新しい考え方を全国にも広めて

きた。 

これをさらに進め、県外に住む本県出身者や福井に貢献している人、地域お

こし協力隊、福井で活動する県外学生や外国人留学生など、「ふるさと福井」

への想いを共有する人々を「愛着県民」として人口を考えることとする。 

交流人口や本県に関心を持つ人々などを新たな県民と捉え、最終的に福井に

住んでもらうなど、定住の増加につなげる。 
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（４）人口問題に関する国の大きな役割の発揮を求める 

人口は、国の存立基盤そのものであり、人口問題を解決することは、国の責

務である。わが国の人口減少は、国全体の出生率が２．０７人（人口置換水準）

を下回っていることに起因しており、出生率の上昇に向けて国は２つの役割を

果たす必要がある。 

１つは、欧州などに比べ低い少子化対策関係の予算を拡充することが不可欠

である。国民が希望する人数の子どもを持てないことは、子育てや教育に係る

経済的負担が大きいことが要因となっている。中でも、大学等高等教育の経費

は家計の大きな負担となっており、こうした負担を軽減することにより、出生

率を向上させる必要がある。 

２つ目は、東京一極集中を正すことである。全国的に見て出生率の低い大都

市、特に東京に人や企業が過度に集中している状況をこれまで放置してきたこ

とが、日本全体の出生率を下げる大きな原因となっている。首都圏では自然災

害のリスクも高まっており、有事の際には国家的規模で人口が減少する危険も

ある。国は国土構造の歪みを正すため、明確な政策を掲げ具体的な成果を着実

にあげていく必要がある。 

 
子育てや大学などに関する家計負担の軽減  

  少子化対策関係の予算などを拡大し、また、大学等高等教育に関する家計の負担を大

幅に軽減することにより、子どもを持ちたいという希望を実現 

 
東京一極集中の是正に向けた国の主な役割 

・企業の地方分散に向けた抜本的な税制の創設 

  東京と地方間の法人税に実質的な差を設ける「ふるさと企業減税」を創設 

・企業の地方貢献に向けた寄付税制の創設 

  大都市に偏る法人税収を地方に配分し地方創生を進めるため、「企業版ふるさと

納税」を創設 

・大学の地方分散の促進  

  大都市の大学の新設や定員の抑制、地方大学の実員増、地方に研究資源が豊富な

工学・農学系の大学キャンパス移転など、大学の地方分散を促進 

・国の機関の地方移転  

  国の機関や研究所などについて、地方の地域資源や産業の特性などを踏まえ地方

への移転を促進 

・高齢者の地方移住と地方負担調整システムの整備  

  大都市圏高齢者の地方移住への支援および地方が負担する医療費や介護給付費

の負担増に関する調整を行うシステムを整備 

・選挙制度の改革「ふるさと投票制度」 

  参議院を「地方代表の府」として位置付け、大都市からの選出割合が高い比例区

から選挙区へ定数を移動するなど、選挙制度改革を実行 

・国際会議の地方開催 

  首脳会議や学術会議等の国際会議の地方開催を促進 
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２ ５つの基本戦略  

上記の視点のもと、次の５つの基本戦略を実行することにより、国立社会保

障・人口問題研究所の２０４０年時点の人口見通し約６３万人の実現を目指す

とともに、出生率２.０７人と社会減ゼロを条件とする見通し（国の長期ビジ

ョンに基づく）約６８万人に近づくよう努める。 

基本戦略１ 幸福なくらしの維持・発展 

基本戦略２ 結婚・出産の希望に応え自然減に歯止め 

基本戦略３ Ｕ・Ｉターン、県内定着を強力に促進 

基本戦略４ ローカル産業、グローバル観光革命 

基本戦略５ 持続可能な元気コミュニティの形成 

 

 

３ 戦略の策定と推進 

（１）戦略の計画期間 

 本戦略の計画期間は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間とする。 

（２）市町との連携 

県内の市町の人口減少の状況は多様である。例えば、奥越では社会減の影響

が大きく、丹南では流入超過の自治体があるなど、求められる対策も異なる。 

本戦略に掲げる政策の効果を発揮するためには、各市町の課題に対応した対

策が重要である。このため、戦略の策定、実行、見直しの各段階において市町

との連携を図る。 

連携を実のあるものとするため、県は市町の特色を伸ばし、個々の課題に応

え、具体的な人口の増加を実現する多様な応援メニューを用意する。 

（３）戦略の位置づけ 

本県では、平成２２年度に「福井県民の将来ビジョン」を策定し、人口減少・

超高齢化社会への対応など、１０年後の将来像とこれを実現するための方向性、

県民や各界各層の行動指針を示した。 

 本戦略は、将来ビジョンに掲げる政策のうち、人口減少対策を中心に施策を

具体化し、とりまとめたものである。 

（４）推進・検証体制 

 県民の代表で構成する「ふくい創生・人口減少対策推進会議」において、本

戦略の推進、戦略に掲げた各施策の実施状況の検証、成果に基づく施策の充

実・見直しを行う。推進会議を構成する団体等は、自ら積極的に本戦略を推進

することが求められる。 
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《基本戦略１》 幸福なくらしの維持・発展  

 本県の幸福度 全国トップ水準を維持（H31） 
（本県の幸福度 全国１位（H26）） 

 

本県の幸福は、三世代同居・近居などによる安定した生活の基盤や高い正規雇用

率に代表されるすぐれた雇用環境、助け合いの文化など地域に残るつながりのなど、

県民の努力の成果である。そしてこれらの諸条件のもとで育つ学力・体力日本一の子

どもたちは、本県の幸福を将来さらに発展させる大切な地域の財産である。本戦略が

目指す幸福と人口増政策の循環は、これらの幸福の基礎条件を充実する政策とふる

さとに誇りを持ち、新たなことに挑戦する県民を育てる教育にかかっている。 

 

（１）「幸福度日本一」の維持 

本県の幸福度日本一を維持するためには、本戦略全体を通して幸福の基礎条

件を支える諸施策を充実していくことが不可欠である。 

一方、高い幸福度は客観的な条件の充実とともに、一人ひとりの県民に理解

され、県外・国外に広がることによって県民の実感へと高まり、移住・定住な

ど人口増加の動因となる。 

また、人々が幸福を実感する場所やモノやストーリーなど幸福の象徴を集め、県内

外に発信することにより、Ｕ・Ｉターンや若者の県内定着に結びつける。 

 

①「幸福度日本一・福井」の県民実感を拡大 

 ・ 戦後からこれまでの県政発展の軌跡を振り返り、幸福度日本一の「ふるさと福井」

に対する県民の誇りを高める。 

 （具体的な事業） 幸福度日本一へ７０年のあゆみ事業 

・  多くの若者が視聴するネット配信ドラマを通じ、県内の優れた中小企業を紹介し、

中小企業に魅力を感じる若者を増やす。 

 （具体的な事業） 地方発「小さな世界企業」ドラマ化事業  

 

②幸せ回遊プロジェクト 

県内各地の幸福スポットを選び集め、幸福のいわれを記載した掲示板を設置する

とともに、各スポットを回遊するコースを設定し、全国に発信することにより、「幸福度

日本一の福井県」の定着を図る。 
 

 （幸福スポットの例） 

幸橋（福井市） 

由利公正の発起によりかけられた橋。 

橋の名前は、公正が「幸せなるかな」と呼んだことが由来 

春日神社（大野市） 

縁結びや夫婦円満の御利益があるとされる「良縁の樹」が有名 
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花筐公園（越前市） 

継体天皇となった男大迹王（をほどのおおきみ）と、 

愛する照日の前(てるひのまえ)との伝承が残る場所 

味真野苑（越前市） 

中臣宅守（なかとみのやかもり）と狭野弟上娘子（さののおとがみ 

のおとめ）の間で交わされた愛の歌を刻んだ歌碑がある 

コウノトリ（越前市） 

コウノトリが生息できる豊かな自然環境を維持するため、 

地域ぐるみで活動 

気比神宮（敦賀市） 

健康や長寿につながるといういわれの「長命水」という 

湧き水が有名 

三方五湖（美浜町、若狭町） 

愛を誓い合う「誓いの鍵」で有名な恋人達の聖地 

 

 

（２）「幸福度日本一」の追求 

変化の激しい時代にあって、新しいことに挑戦し希望を持ち続ける若者や人材を育

てていくことにより、次世代の幸福につなげる。 

また、現在の幸福に満足せず、将来に向かってさらに高めていくためには、幸福と

豊かさや人口の関係を研究し、人口増加政策に活かすことが重要である。 
 

①「何よりも子ども」の福井型１８年教育の推進  

 ・ 幼児教育支援センターを拠点として、幼児や家庭の教育力向上のための研修、

調査、研究等を実施する。 

 （具体的な事業） 幼児教育支援事業 

 ・ 課題解決を重視した大学入学試験に対応するため、夏休みに県内の高校生を

対象に意見交換やフィールドワークを行うことにより、課題解決力を育成する。 

 （具体的な事業） 「夢や希望を育て未来を築く教室」開催事業  

 ・ 国内の教員を集めた教育フォーラムを開催するなど、福井の高い教育力、授業

力を日本のモデルとして国内外に発信する。 

 （具体的な事業） 福井の教育モデル発信事業  

 ・ 中高生が福井の偉人の生き方等を学ぶことにより「プライド福井」を持ち、本県の

歴史、地理、文化、風習、料理等を身につけ発信する「ふるさと運動」を推進する。 

 （具体的な事業） ふるさと教育推進事業 

 

②幸福と希望の研究・活動拠点の整備  

 ・ 希望学研究等の活動拠点として、「ふくい創生 希望と幸福の活動・実践研究所」

を設置し、東京大学等との共同研究・活動により若者に挑戦の場所と機会を提供

する。実践を通して将来の福井の幸福を支える若者を育てる。 新規 
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③幸福と豊かさや人口の関係の研究 

・ 県立大学などにおいて、幸福や GDP が人口に与える影響、関係などを研究し、

幸福な福井に人口が集まるための政策に取り入れる。 
 

④「幸福度日本一・福井」への定着を拡大  

 ・ ふるさと納税を推進するため、寄付者自らが応援したいプロジェクトを選択し、動

画等を通してその成果を確認できる仕組みをつくる。 

 （具体的な事業） プロジェクト応援型ふるさと納税推進事業 

 ・ 「幸福日本一の秘密」や「幸福の国の歩き方」をインターネットや雑誌などにより、

全国・世界に発信する。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

プロジェクト応援型ふるさと納税額 
１２４０万円 

（Ｈ26年度） 

５０００万円 

（Ｈ31年度） 
 

 

⑤東京や大都市と異なる独自のふくいブランドを全国、世界へ発信 

 ・ 日本遺産認定を契機に、若狭地域の歴史、伝統、食文化を発信し、日本遺産を

テーマとした広域観光を推進する。 

また、本県出身の料理家である秋山徳蔵のゆかりの方々によるパネルディスカッシ

ョンを開催し、ふくいの食の偉人としてＰＲする。 

 （具体的な事業） 日本遺産活用推進事業、ふくいの食の偉人ＰＲ事業 

 ・ 本県ゆかりの偉人の功績等を検証し広く発信するほか、大河ドラマの誘致活動

を実施する。 

 （具体的な事業） 福井の偉人ブランド発信事業  

 ・ 一乗谷朝倉氏遺跡全体のレベルアップを図るため、全国の日本中世史の研究

拠点、遺跡観光のゲートウェイとなる博物館の整備、庭園の再生などに着手する。 

 （具体的な事業） 日本最大の戦国城下町「一乗谷ミュージアム」化推進事業 

 ・ 恐竜王国福井のＰＲと県都の玄関口の夜間景観の向上のため、JR福井駅舎の

壁面に設置した恐竜イラストのライトアップを行う。 

 （具体的な事業） 福井駅舎恐竜壁画ライトアップ事業  

 ・ 越前和紙について、ユネスコ無形文化遺産への登録を促進する。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

地域ブランド調査における認知度の全国順位 
４１位 

（Ｈ27年度） 

３０位台 

（Ｈ3１年度） 
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《基本戦略２》 結婚・出産の希望に応え人口減に歯止め（自然減対策） 

 合計特殊出生率 全国トップクラスを維持（H31） 
（合計特殊出生率 1.55人、全国１４位（H26）） 

 
本県では、未婚者の８割が結婚を希望している。また、これに基づく希望出生率は 

２．０７人であり、人口が安定する出生率の水準と一致している。 

こうした県民の希望の実現に向けて、結婚や出産などを後押しすることにより、自然

減に歯止めをかける。子どもが産まれ幸福になり、幸福だからまた子どもを産むという

良い循環ができる。 

結婚・出産については、地域の縁結びさんの仕組みを職場にも拡大するなど、福井

の「つながり力」を活かした結婚対策を充実させる。また、育児休業中の経済的支援や

職場環境の整備、男性の家事・育児参加の促進などを進め、３歳までは家庭で子育て

できる環境を充実させていく。 

 

（１）つながりの力で縁結びを「徹底応援」（迷惑ありがた縁結び活動の拡大） 

①縁結びさんの拡大 

 ・ 企業や団体に「職場の縁結びさん」の設置と「ふくい結婚応援企業」の登録を呼

びかけ、職場のつながりを活かした縁結びを推進する。 

 ・ 結婚相談所の定例相談のほか、ボランティアで縁結び活動を行っている「地域

の縁結びさん」に、地域の寺社の住職等を加え、縁結び活動を拡大する。 

 （具体的な事業） 迷惑ありがた縁結び地域・職域拡大事業 

②出会いの機会を拡大 

 ・ 成人式から数年後の同窓会や県外女性の UＩターン婚活交流会、企業・団体が

実施する婚活セミナー交流会の開催支援などを通じて若者等の交流を促進する。 

 （具体的な事業） 若者の出会い創出応援事業、結婚 U ターン応援事業、 

結婚につながる実践力向上事業 

 ・ 若者が気軽に登録できる新たなマッチングシステムを導入した「ふくいマリッジサ

ポートセンター」（仮称）を設置し、若者の出会いのチャンネルを増やす。 

③結婚に向けた機運の醸成 

・ 幸せな結婚やあたたかい家族の良さを伝える「いいね！結婚ふくいキャンペーン」

を拡大実施。また、結婚・子育ての「応援ソング」や「ＣＭ」を制作・放送する。 

 （具体的な事業） 県民・メディア参加型結婚ポジティブキャンペーン 

 ・ 飲食店や映画館等における「パートナー割引」を導入するなど、県を挙げて結婚

の気運を高める。 
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 ・ 学生や社会人を対象に、妊娠・出産や結婚が人生に与える影響などを教える

「結婚学」講座の開催など、結婚・子育ての知識の普及を図る。 

 ・ 親を対象とした婚活セミナーを開催し、親も含め結婚に向けた意識啓発を図る。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

県の事業による婚姻件数 
１００件 

（Ｈ26年度） 

２００件 

（H31年度） 

 

④“パートナー文化”づくりプロジェクト 

 ・ パートナー同伴に対する割引サービスや定期的なイベントを充実させ、パートナ

ーとともに楽しめる街、オープンな社会をつくり、「パートナー文化」を根付かせる。 

 

  「カップル・デーの設定」      「パートナー割」        「パートナー 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「子どもをもって暮らしが幸福に」の日本一の子育て環境 

①子育て世代に対する経済的応援 

 ・ ３人目以降の子どもに対する幼稚園も含めた保育料等の無料化を小学校入学

前までに拡大し、子育て世帯の経済的負担を軽減する。 

さらに子育て世帯の負担を軽減するための支援策を検討する。 

 （具体的な事業） 新ふくい３人っ子応援プロジェクト 

 ・ 育児休業を取得した際に発生する、短時間勤務とフルタイム勤務の給付金の差

額を補てんし、働く女性の出産、育児を支援する。 

 （具体的な事業） ふくいの子宝応援事業 

 ・ 三世代同居に必要となるリフォームや近居住宅の取得を支援するなど、子育て

や介護世帯に対応した住環境の整備を進める。 

 （具体的な事業） 多世帯同居・近居住まい推進事業 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

子どものいる世帯に占める３人っ子 

世帯の割合（３５～３９歳） 

２３．６％ 

（H25年度） 

３０％ 

（H31年度） 

パートナー文化の創造 
パートナーが一緒に活動することが当たり前の社会 

民間連携イベントの開催 

パートナー同伴の演奏会、 

プロム（舞踏会）、 

幸福なカップルコンテスト 

等 

 パートナーの割引サービス 

映画、レストラン、花屋、貸

衣装、子どもの一時預かり 

等  

男女同数による活動 

地域活動（祭、伝統行事）、

環境美化ボランティア 

への参加 等 
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②子育てと仕事を両立する職場環境の整備 

 ・ 女性社員の採用・育成・登用や仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）など

女性の個性と能力が十分に発揮できる『女性活躍推進企業』制度を創設し、女性

の活躍を推進する企業を拡大する。 

 ・ 「企業子宝率」の普及により、出産・子育てを応援する企業を拡大する。  

 ・ 育児による離職者の再雇用や父親の育児休暇取得を推進する企業に対する奨

励金制度を創設するとともに、「企業子宝率」の普及を図るなど、女性の活躍や子

育てを応援する企業を増やしていく。 

 （具体的な事業） 女性に優しい職場づくり支援事業 

 ・ 小学校や保育園等で子どもが病気になった際などに、病院などへ送迎する民間

サービスの導入など、仕事と子育ての両立環境を充実する。 

 ・ 男性の家事・育児等への参画を促進するため、男女共同参画に関する授業など

小中学生等に対する意識啓発を強化。『家事チャレンジ検定』を実践重視の内容

に見直し、男性が家事等に参加する気運を醸成する。 

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

従業員１００人未満の企業で短時間勤務制度を 

就業規則、労働協約等に明文化している企業の割合 

４８％ 

（H２５年度） 

７０％ 

（H３１年度） 

「女性活躍推進企業」登録数 — 
２５０社 

（５年間） 

 

 

（３）県民、地域、企業、大学など、各主体の役割 

県 民 ・ 親から子へ、若いうちから結婚の大切さを伝える 

 ・ 夫が積極的に育児に参加する 

地 域 ・ 交際相手の紹介など、地域ぐるみで若者の結婚を後押し 

 ・ 隣家の子の一時預かりや送迎など、地域で子育てを助け合う 

企 業 ・ 交際相手の紹介など、職場で若者の結婚を後押し 

 ・ 男性・女性ともに育児休暇・柔軟な勤務体制のとれる職場環境をつくる 

大 学 ・ 結婚、出産・子育てに関する講座の開催 
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《基本戦略３》 Ｕ・Ｉターン、県内定着を強力に促進（社会減対策） 

 Ｕ・Ｉターン者数 ５５０人（H31）、中長期的に社会減ゼロを目指す 
（Ｕ・Ｉターン者数 ３６１人、社会減２,２３３人（H26）） 

 

都市圏在住者のＵ・I ターンのニーズを取り込むため、県、市町一体の「ふるさと福

井移住・定住促進機構」を設置し、移住者の希望に沿って徹底した相談と応援体制を

整えている。 

この機構を中心に、「幸福度日本一」の要因である「安定した生活基盤」や「雇用環

境の良さ」をアピールし、若者や女性のＵ・Ｉターンを促進する。若者を増やし、地域の

活力を生み出す。 

また、本県では、繊維や眼鏡、電子・デバイス、化学、プラスチックなど製造業が強く、

伝統工芸も含め、ものづくりに特色がある。有効求人倍率も高く、Ｕ・Ｉターンを確保す

るための素地は他県より優れている。そこで、大学や高校、企業と連携し、県内企業の

ＰＲを実施するとともに、県内への進学や就職にインセンティブを与え、若者の県内定

着を図る。 

 

（１）選ばれるふるさとへ、Ｕ・Ｉターン「徹底サポート」 

①市町と県が一体となりＵ・Ｉターンの受入れ体制を整備 

 ・ 「ふるさと福井移住定住促進機構」を中心に、仕事や住まい、子育てなどの相談

から定着までをワンストップで支援するなど、Ｕ・Ｉターンを促進する。 

 また、生活費や通勤時間など、東京と福井の生涯を通じた暮らしの違いを分かり

やすく比較する「人生トータル設計書」を作成し、福井への移住をＰＲする。 

 （具体的な事業） ふるさと福井移住定住促進機構設置・運営事業 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

Ｕ・Ｉターン者数 
３６１人 

（Ｈ26年度） 

５５０人 

（Ｈ31年度） 

 

②空き家を活用し、移住希望者の住まい確保を支援  

  Ｕ・Ｉターン者に対して、空き家の取得、リフォームにかかる費用を支援する。 

 （具体的な事業） Ｕ・Ｉターン者空き家住まい支援事業 

 

③県内企業と若者のスムーズなマッチングを促進 

 ・ 県内企業の具体的な仕事内容等に関する情報を収集、データベース化し、冊子

やＨＰなどにより若者に情報提供する。 

 （具体的な事業） 地元企業のしごと情報提供事業 
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 ・ 県内企業の魅力を紹介する合同企業説明会を開催し、若者と企業のスムーズな

マッチングを図る。 

 （具体的な事業） 春季合同企業説明会開催事業 

 ・ 県外大学等に進学した子どもを持つ保護者に対する合同企業説明会を開催し、

U ターン就職を促進する。 

 ・ 県と福井労働局が連携し、県外の有効求人倍率が低い地域などにおいて県内

企業の職業紹介を強化し、県外から人材の誘致を促進する。 

 

④Ｕターン・Ｉターン対象者ごとの戦略、アフターフォロー 

 ・ アプローチの仕方が異なるＵターンとＩターンについて、それぞれターゲットを明

確にし、対象者ごとに対策を講じる。また、Ｉターン者の定住促進に向け、移住者同

士の交流の機会を設けるなど、アフターフォローを実施する。 

 

⑤大企業・中堅企業の“プラス１”雇用 

 ・ 県外大学に進学した若者などＵＩターン者の雇用の受け皿を確保するため、県

内の大企業、中堅企業の雇用拡大を促す「プラス１雇用運動」を展開する。 
（雇用創出を図る職種：一般事務職など有効求人倍率が低い(0.44倍)職種） 

 ・ 県内企業の優れた技術力・雇用環境等をＰＲするとともに、実施企業には県外学

生の確保に向けた経費等の支援を行う。 

 ・ 県においても、県外企業等の業務経験を有する人材のＵＩターン採用枠を創設

する。 

 

「ふくいプラス１雇用運動」の全県展開 

  県、商工団体、労働局などが連携し、県内企業にプラス１雇用を働きかけ 

   ⇒ 実施企業は「プラス１雇用企業」を宣言 
 

「ふくいプラス１雇用運動」実施企業支援 

  都市部における企業情報の提供や採用活動などを支援 

 

「家族赴任」の推進  

  県内に支社・支店を持つ企業に対し、従業員の県内転勤の際に配偶者や子どもなど、 

家族が一緒に赴任することを働きかけ 

 

「ふくいの企業を知ろう」プロジェクトの充実 

  行政・学校・企業が協力し、県内の高校生、大学生に対して、県内の企業の良さを 

知ってもらうプログラムを充実 
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（２）福井への企業・人・資金の移転 

①若者や女性に魅力のある企業の本社機能を誘致 

 ・ 若者や女性の就業希望が多い事務系の企画開発やデザイン、国際部門、研究

部門など、本社機能の移転に対する支援制度を整備する。 

 また、本社機能の移転に併せ、従業員の移転費用などに対する支援制度を新

たに整備し、人と企業の一体的な誘致を促進する。 

 （具体的な事業）  企業立地促進補助金の拡充、企業受入支援金の拡充 

 ・ 国の地方拠点強化税制に加え、県独自の税制優遇制度を創設し、本社機能の

誘致を進める。 

 また、企業の地方分散に向けた抜本的な税制として、東京と地方間の法人税に

実質的な差を設ける「ふるさと企業減税」の創設を国に提言する。 

 ・ 企業誘致の受け皿となる産業用地が不足している地域において、産業団地の整

備を推進する。 

 （具体的な事業）  産業団地整備事業補助金  

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

本社機能の誘致数 － 
１0件 

（５年間） 

 

②産業人材を誘致 

 ・ 県内企業が必要とする産業人材を確保するため、人材紹介会社等と連携して産

業人材の Ｕ・Ｉターンを促進する。 

 （具体的な事業） 産業人材Ｕ・Ｉターン促進事業   

 ・ 大都市の元気な高齢者の移住を進める福井版ＣＣＲＣ（ケア付きリタイアメントコミ

ュニティ）の検討を進める。 

 ・ 県内大学と連携しアジア等からの留学生を受入れ、県内企業への就職活動支

援などにより県内定着を促進する。 

 ・ 2020年のオリンピック・パラリンピック東京大会におけるキャンプ対象国に情報発

信し、誘致に向けた活動を進める。 

 （具体的な事業） オリンピック東京大会事前キャンプ誘致広報事業  

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

県の新たな取組みによる 

産業人材の就職件数 
— 

８５件 

（４年間） 

 

③企業版ふるさと納税制度を創設 

 ・ 地方の自治体に対する企業の寄付を促進するため、「企業版ふるさと納税制度」

の創設を国に提言する。 
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④政府関係機関等を誘致 

 ・ 産業分野における研究開発や学術研究の高度化を図るとともに、東京からの人

材の確保と本県における雇用の創出を図るため、政府関係機関等への誘致活動

を展開する。 

 

誘致活動を行う相手先の機関 

理化学研究所仁科加速器研究センター 

若狭湾エネルギー研究センターとの共同研究等により、植物工場の生産に適した高生長性

野菜の品種開発を行うなど、新たな研究開発を展開 

 

産業技術総合研究所つくばセンター 

ふくいオープンイノベーション推進機構と連携し、本県中小企業が数多く有する独自技術

と同研究所の技術シーズを活用した研究開発を実施 

 

国立教育政策研究所教育課程研究センター・教員研修センター教育課題研修課 

二千人の教育関係者が研修に訪れる学力トップクラスの本県の教育現場を活用した教員研

修や教育研究の実施 

 

国立青少年教育振興機構青少年教育研究センター 

里山里海湖研究所の研究推進員となっている全ての中学校理科教員との連携による自然教

育プログラム開発など、本県の学校現場と近接した共同研究の実施 

 

水産総合研究センター本部研究推進部・日本海区水産研究所 

「海洋生物資源国際研究センター（仮称）」との連携による広域性回遊魚の資源管理や陸上

養殖技術の開発など、「儲かる日本海漁業」の研究強化 

 
 

県外研究機関との連携強化 

国立歴史民俗博物館 

一乗谷朝倉氏遺跡における新たな博物館整備に合わせ、国立歴史民俗博物館の中世史研究

分室を設置し、日本中世史に関する研究・発信を強化  
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（３）高校も大学も県内定着をバックアップ 

①進学・就職の地元志向にインセンティブ 

・ 県内大学が教養科目の共通開講や学生の県内就職支援等を連携して行うため、

アオッサに学生が集い・学ぶ拠点を設置し、大学の魅力アップと若者の定着を促

進する。 

 （具体的な事業） 大学連携センター（仮称）設置準備事業 

 ・ 私立高校におけるインターンシップの実施や県内大学等への進学促進など、学

生の県内定着策を支援する。 

 （具体的な事業） ふるさと人材育成支援事業 

 ・ 県内大学等の独自の取組みを支援することにより、入学者数や県内定着数を拡

大させる。 

 （具体的な事業） 県内大学生等の定着促進事業 

 ・ 嶺南等の高校生の県内大学への進学を促進するため、県職員住宅の貸付制度

を設ける。 

 （具体的な事業） 高校生（嶺南）の県内進学支援  

 ･ 地域の産業人材を育成するため、高校生の技能系資格取得などを支援する。 

 （具体的な事業） 福井フューチャーマイスター事業 

 ・ 県内外の大学生に対し、県内企業への就職活動に係る交通費等を支援するとと

もに、県内就職した際に経済的インセンティブを与える。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

県内大学生（学部）の地元就職率 
４７．７％ 

（Ｈ27.3卒業生） 

５７％ 

（Ｈ32.3卒業生） 

 

  

新規 

新規 
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②高校・大学との連携による若者定着プロジェクト 

  県内における連携 

県と県内５大学（※）が学生の県内定着などに関する連携協定を締結し、県内に

就職する学生数を５年後に２５０名程度増やす（H27年 3月卒比）。また、県内の

高校と連携し、卒業生の県内進学・就職の促進を図る。 
（※）：福井大学、県立大学、福井工業大学、仁愛大学、敦賀市立看護大学 

 

大学連携 
 

  
 
 
 
 

 

 

高校連携 
 

 

 

 

 

 

 

 

県内大学の学部・学科の再編、新設等 

県立大学等の学部・学科の再編・新設や地元学生の受入れ拡大、教育内容の見

直し、研究水準の向上など魅力アップのための改革を推進し、県内進学を増やす。 

 

県外大学などとの連携 

県内出身者が多く進学する県外大学などと就職支援協定を結び、県内就職を強

力に推進する。 

 
 

（４）県民、地域、企業、大学など、各主体の役割 

県 民 ・ 県外に進学する子どもに対し、「将来は福井に戻ってほしい」ことを伝える 

 ・ 県外の人に、ふるさと福井の素晴らしさを積極アピール 

地 域 ・ I ターン者を受け入れるオープンな雰囲気づくり 

企 業 ・ インターンシップの積極的な受入れ 

 ・ 大卒者の雇用の受け皿となる一般事務職等の採用枠の拡大 

 ・ 男性と女性の採用数、採用職種の均一化 （女性の雇用促進） 

高 校 ・ 企業と協力し、生徒が県内企業の魅力を知る機会を増やす 

大 学 ・ 地元学生の受入れ拡大のための入試制度の見直し 

 ・ 地方創生につながる特色ある学部・学科の整備 

 ・ 学生の県内就職を積極的に支援  

 主な取組み 

県内出身者 

の入学拡大 

・県内高校への出前講座 

・県内高校教諭との意見交換 

・大学の地元受入れ枠の拡大 など 

県内就職の促進 

・県内企業のインターンシップ拡充 

・大学合同企業説明会の開催 

・留学生の就職支援の充実 など 

 主な取組み 

県内就職の促進 
・企業と高校、行政が連携し、高校生

が県内企業を知る機会を充実 など 

県外出身者の 

入学受入れの推進 

・県外出身者の入学受入れを拡大する

高校への県支援 など 

県 

県内５大学 

協定締結 
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《基本戦略４》 ローカル産業、グローバル観光革命  

 県民所得 ３４０万円/人を目指す（H31） 
（県民所得 280万円/人（H24）） 

 

「福井経済新戦略」や「ふくいの農業基本計画」、「福井県観光新戦略」に基づき、

産業や農業、観光面で地域の活力を生み出す各種政策を着実に進める。 

産業にとって、人口が減少し労働力が不足する局面は、生産性を引上げ、技術革

新を進める好機でもある。産官学金が一体となって中小企業の成長を促進する環境

（エコノミックガーデニング）を充実し、中小企業の生産性向上、イノベーションの推進、

県民衛星の開発など県内企業の新たな挑戦を支援する。 

農業は、地域の暮らしを支え、人口減少を乗り切るための生活基盤である。担い手

不足に対応し、元気高齢者や女性の活躍、園芸、漁業、林業などの後継者の育成を

推進するとともに、収益率の高い園芸の導入など儲かる農業を推進し、活性化を図る。 

観光については、福井の魅力を磨き上げ、大都市や海外に発信するとともに、外国

人の誘客強化、連泊・長期滞在化を進めるなど、国内外からの交流人口を拡大する。 

 

（１）人口減少を乗り切るローカル産業革命 

①産学官連携によるイノベーション促進 

 ・ 企業、大学等研究機関、産業支援機関、金融機関から構成される「ふくいオー

プンイノベーション推進機構」において、革新的技術開発とその事業化を促進す

ることにより、地域産業の競争力強化を図る。 

 （具体的事業） 産学官金連携技術革新推進事業 

研究開発プロフェッショナル人材設置事業 

 ・ 県内企業や大学、関係団体などの共同による超小型衛星の技術開発や衛星デ

ータを活用したビジネスモデルの検討を支援する。 

 （具体的事業） 宇宙関連産業参入促進事業  

②繊維産業振興  

・ 繊維企業における県域を超えた連携や業種横断的な連携による商品開発・販

路開拓を支援し、産地の競争力強化を図る。併せて、県産の織物ブランド「ＨＵＢＴ

ＡＥ」の最終商品開発を支援し、商品の高付加価値化を図る。 

 （具体的事業） 北陸繊維産地地域連携事業、ふくい繊維業種連携事業 

ふくい繊維産地ブランド普及支援事業 

・ 県内企業と大手企業による炭素繊維を活用した新技術の開発を支援する。 

 （具体的事業） 炭素繊維を活用した橋梁補強技術開発事業 
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③地場産業の競争力強化 

 ・ 県内金融機関と連携して創設したファンドを活用し、県内中小企業の新分野進

出や優秀な人材確保を支援する。特に、2018年の福井国体に向けて、販路拡大

が見込まれる分野の商品開発を支援し、地場産業の活性化を図る。 

 （具体的な事業） ふるさと企業育成ファンド事業、国体商品開発コンペティション事業 

 ・ 県内企業の生産性を上げるため、「ものづくり改善インストラクター養成スクール」

を開講し、生産現場で業務改善を進める高度な人材を養成するとともに、個店な

どサービス産業の業務効率化や付加価値向上の活動を支援する。 

 （具体的な事業） ものづくり改善インストラクター養成スクール開講準備事業 

 ・ ふくい産業支援センターのサテライトオフィスを嶺南に設置し、経営相談や創業

サポートを行うなど、県下全域における中小企業のビジネス環境を充実する。 

 ・ 県内原子力発電所の廃炉を地域振興につなげるため、廃炉を産業化するため

の共同研究を進めるとともに、県内企業の廃炉業務への参入を促進する。 

 （具体的な事業） 廃炉関連ビジネス育成事業  

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

オープンイノベーション推進機構の 

研究開発への助成数 
— 

１８件 

（３年間） 

宇宙分野に参入する県内企業等の数 
１１社・団体 

（Ｈ27年度） 

５０社・団体 

（４年間） 

北陸繊維産地連携事業による 

新製品試作開発点数 
— 

７５０点 

（５年間） 

ふくい繊維業種連携事業により 

成約が見込まれる商談件数 
— 

３０件 

（５年間） 

炭素繊維を活用した 

橋梁補強技術開発事業参加企業数 
— 

２５社 

（５年間） 

国体商品開発コンペティション事業による新商品開

発件数 
— 

１０件 

（３年間） 

福井ものづくり改善インストラクター 

養成スクール修了者数 
— 

２４名 

（Ｈ28～31年度計） 

廃炉工事発注計画の策定 — 
３社 

（５年間） 

廃炉業務の評価を依頼する県内企業数 — 
１５社 

（５年間） 

 

 

（２）農林水産業や伝統産業の新展開 

①農・林・漁業、伝統工芸、観光業の人材育成 

 ・ 農林漁業や伝統工芸などに必要な人材を育成する「ふくいふるさと人材創生塾」

を創設し、異業種間の連携により、新たな商品開発や販路開拓につなげる。 

 （具体的な事業） ふくいふるさと人材創生塾交流促進事業 



 

19 

 

 ・ 伝統工芸品の職人を育成するため、産地における技術研修に加え、一流デザイ

ナーによる研修やマーケティングなどの基本的な経営スキルの習得を支援する。 

 （具体的な事業） 越前ものづくりの里プロジェクト（伝統工芸職人塾） 

 ・ 職業教育の一環として、高校、大学生を対象に観光に関する授業を行い、観光

関連の資格取得を図るほか、観光産業を担う人材育成のための講座を開講する。 

 （具体的な事業） 観光教育推進事業 

 ・ 農業を中核に商業・工業にも精通した次世代の高度農業人材を育成するため、

職業系高校において独自の学習プログラムを実施する。 

 （具体的な事業） スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（ＳＰＨ）事業  

 ・ ふくい園芸カレッジの新規就農コースへの誘致活動を強化する。また、都市圏で

の誘致セミナーや現地視察会等を行うとともに、Ｕ・Ｉターン研修生に対する支援を

拡充し、農業経営を目指す新たな担い手の誘致を強化する。 

 （具体的な事業） ふくい園芸カレッジ研修事業、園芸経営者誘致事業 

 ・ 新規漁業就業希望者に対して漁業体験や技能研修を行い、海の担い手を確保

する。 

 （具体的な事業） 海の担い手育成対策事業 

 ・ 都市圏での林業への就業相談や体験研修を行い、県外からの新規就業者の増

加を図る。 

 （具体的な事業） 林業担い手確保・定着事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

園芸カレッジ受講者数 
２３人 

（Ｈ26年度） 

１５０人 

（５年間） 

林業研修受講者数 — 
３６人 

（３年間） 

ふくい水産カレッジ受講者数 — 
３０人 

（５年間） 

伝統工芸職人塾受講者数 
１３人 

（Ｈ26年度） 

延べ 100人 

（５年間） 

観光講座受講者数 — 
１５０人 

（５年間） 

 

②伝統産業の振興 

 ・ 工房見学など来訪者が見て楽しめる産地づくり、旅館とのタイアップによる伝統

工芸のＰＲ販売・販路拡大を進める。 

 また、「越前箪笥」について、国の伝統的工芸品指定を契機に、技能継承を図る

ため、産地の若手職人が行うタンス町通りのシンボル製作等を支援する。 

 （具体的な事業） 伝統的工芸品越前箪笥支援事業 

 越前ものづくりの里プロジェクト 
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 ・ 県立美術館において、越前和紙とゆかりのあるレンブラント版画展を開催する。 

 （具体的な事業） 世界の越前和紙発信事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

新規に越前箪笥を製造する事業者 — 
４社 

（５年間） 

伝統工芸産地の主要施設の入込客数 
３１万人 

（Ｈ2６年度） 

３５万人 

（Ｈ３１年度） 

 

③里山里海湖ビジネスの創出 

 ・ 中山間地域において、施設園芸の導入や鳥獣害対策を総合的に支援し、地域

農業の収益性を高める。 

 また、本県で１００年以上前から栽培されている伝統野菜を「福井百歳やさい」と

してブランド化することや、越前水仙の平坦地における新たな産地づくりなどを進

め、生産規模の拡大を図る。 

 （具体的な事業） 中山間地域農業総合対策支援事業、「福井百歳やさい」産地拡大事業、 

 越前水仙新規生産者育成緊急対策事業 

 ・ ミニ農家レストランや体験交流型農園、オーベルジュなど、地域資源を活かした

施設整備と誘客活動を一体的に支援し、里山里海湖ビジネスを展開する。 

 （具体的な事業） 里山里海湖ビジネス推進事業 

 ・ 林地に残された木材を林家自らが販売する仕組みづくりを支援する。 

 また、特用林産物の新商品開発などにより、中山間地域の振興を図る。 

 （具体的な事業） 「山の市場」による中山間活性化事業、ふるさと特用林産物再生事業 

 ・ 公共建築物での県産材の利用促進を図るため、県内建築士に対し木造建築技

術講座を実施する。 

 また、木質バイオマス発電の燃料として間伐材を活用するため、その収集・運搬

に係る経費を支援し、林業振興を図る。 

 （具体的な事業） 公共建築物における県産材利用促進支援事業 

 木質バイオマス発電用燃料供給拡大支援事業 

 ・ 「越前がに」の品質基準や規格を高く設定した超高級水産物「プレミアム越前が

に（仮称）」の市場を確立するなど、ブランド力を強化し生産額の増加を図る。 

 （具体的な事業） 福井の宝「越前がに」グレードアップ事業 

 ・ 「越前サーモン」の大規模養殖の推進や「若狭のかき」、ハタ類の養殖業者に対

する新しい生産技術の普及などにより、生産量の拡大を図る。 

 （具体的な事業） 「越前サーモン」完全養殖生産拡大事業、若狭カキ養殖振興事業、 

 ハタ類養殖振興事業 

 ・ サザエ資源の持続的な利用を図るため、禁漁区設定による漁場保全とサザエ種

苗放流を支援する。 

 （具体的な事業） サザエ漁場緊急保全事業  



 

21 

 

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

中山間地域における 

施設園芸による作物の販売額 
— 

５０００万円 

（Ｈ30年度） 

特用林産物の生産拡大品目 — 
５品目 

（H29年度） 

越前水仙出荷本数 
２５０万本 

（H26年度） 

３４０万本 

（Ｈ29年度） 

「若狭のかき」生産量 
３９トン 

（Ｈ26年度） 

４３トン 

（Ｈ31年度） 

木質バイオマス発電用燃料供給拡大支援事業

による間伐材の搬出量 

４．５万㎥ 

（H26年度） 

６万㎥ 

（Ｈ31年度） 

「山の市場」による中山間活性化事業の 

実施地区 
— 

５地区 

（H31年度） 

 

④農林水産物の販路拡大 

 ・ 平成２９年度（2017年度）に品種登録出願を控えた「ポストこしひかり」の高価格

販売に向けた戦略を策定し、ブランド力の強化を図る。 

 また、ミラノ国際博覧会への出展を契機に、現地バイヤー等との商談会を開催し、

ヨーロッパにおける福井の食品や工芸品等の販路開拓と誘客促進を図る。 

 （具体的な事業） 「ポストこしひかり」ブランド化事業、 

 「ふくいの工芸品・食」商談会・フェスタ開催事業  

 ・ 大都市圏などにおける販売促進のため、食品事業者の商品開発や改良などを

支援し県の看板食品を開発するとともに、県の農林水産物を取り扱う首都圏など

の福井ゆかりの店を開拓・活用することにより、販路拡大を図る。 

 （具体的な事業） ふくいの看板食品都市圏進出支援事業、 

 福井ゆかりの店の情報発信拠点活用事業 

 ・ ６次産業化に取り組む小規模な事業者の販売力を強化するため、インターネット

通信販売システムの整備を支援する。 

 （具体的な事業） ６次化商品等インターネット通信販売促進事業 

 ・ 新鮮な地魚を提供するため流通体制を整備するほか、学校等で魚のさばき方教

室を開催し、地魚の消費拡大を図る。 

 （具体的な事業） 「ふくいの地魚」消費拡大推進事業  

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

ふくいの看板食品都市圏進出支援事業による

支援企業数 
— 

３０社 

（３年間） 

県産農林水産物を取り扱う大都市圏の飲食店 — 
２５０店 

（４年間） 
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⑥外国人専門職人材の受入れ 

国では介護人材不足に対応するため、現行のEPAによる受入れに加え、「介護ビザ」

を新設するなど、外国人専門人材の受入促進に向けた法整備が検討されている。 

こうした中、介護福祉士養成学校等と連携した本県独自の受入れシステムを構築し、

人材を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑦ふくい文化アカデミー（日本語＆福井の文化・歴史学校）の設置 

民間やボランティアなどと連携し、日本語および福井の文化や歴史等を指導・教育

する学校を設置する。外国人と一緒に県民も参加して、ふるさと福井についてともに

学び、誇りを高め、外国人の福井への定着や母国へ戻った際の福井のＰＲにつなげる。 

 

⑤福井型 移住者独り立ちプログラム 

県内就業に向け、生活費、住居費など総合的な支援を行う園芸カレッジなどの制度

を標準として、様々な対象に拡大する。 

介護等の外国人専門職人材や U・I ターン創業希望者、建設業など人手不足業種に

おける就業までの包括的な支援制度を設け、市町とともに人材確保を推進する。 
 

  ＜移住者独り立ちプログラムのイメージ＞ 

支援 

項目 
園芸ｶﾚｯｼﾞ 水産ｶﾚｯｼﾞ 

伝統工芸 

職人塾 

人手不足業種 

個人創業 介護 
（外国人など） 

建設業 
システム 

エンジニア 

研 修 研修費 無料 

語学研修、

渡航費等 

の支援 

県産業技術 

専門学院 

による研修 

県産業情報

センター 

による研修 

県産業支援

センター 

による研修・

資金支援 

生 活 
生活費補助 約 100～150万円/年 

（最長 5年～7年） 
左欄と同じ程度の支援 

住 居 家賃補助 2万円～半額/月 
左欄と同じ程度の支援 

＋空き家、県営住宅等を活用した支援 

人 数 30 人 6 人 10 人程度 全体で 50人程度 

 
 

         現行制度            対象の拡大 

日本語学校 

・海外の日本語学校で、

福井での就業をＰＲ 
 

・渡航費用を一部助成 

介護福祉施設 
介護福祉士 

養成施設 

県内介護施設等での就業を前提に各種支援 

・家賃補助 など 

・日本語や生活習慣の習得支援 など 

・研修費は専門学校の負担（県から助成） など 

※県内就職しなかった場合、本人全額返還 

国家試験 
(介護福祉士) 

ある程度の日本語を習得し、 

日本で働きたいという人材 

を発掘 

医療福祉専門学校で介護

の仕事について研修受講 

介護福祉施設で就業 
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福井県国際交流会館の講座との連携 

国際交流会館が実施している日本語常設講座をベースに、開催日や場所カリ

キュラム（福井の文化・歴史も含む）等を調整して、アカデミーを開校 

福井型 移住者独り立ちプログラムによる支援 

本アカデミーへの参加者に対し、福井型 移住者独り立ちプログラムによって

生活費や住居費などを支援 
 

 

（３）多様な人材の活躍を推進 

①ふくいの創業を支援 

  観光などサービス業や製造業等の創業時に必要となる店舗改装、商品開発に

対する助成や開業資金の融資要件の緩和により、県内の創業を促進する。 

 （具体的な事業） ふくいの逸品創造ファンド事業（創業支援）、開業支援資金の拡充  

 

②若者や女性のしごとの創出、創業を支援 

 ・ 県内各地域で先輩企業家によるセミナーを開催するとともに、産業支援センター

やふくい女性活躍支援センターに創業相談窓口を設置し、若者や女性などの創

業を促進する。 

・ 起業家や専門職など個人で活躍する女性（『ふくい元気女子』）の交流会を開催

し、女性のスキルアップや人脈づくりを応援する。 

 ・ また、シェアオフィスやコワーキングスペース等を整備する市町を支援するなど、

伴走型の支援を行い、女性や若者が創業しやすい環境づくりを進める。 

 （具体的な事業） ふくい創業者育成プロジェクト 

「ふくい元気女子」応援事業 

 
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

ふくい創業者育成プロジェクトを 

活用した新規創業件数 
— 

１２５件 

（５年間） 

「ふくい元気女子交流会」参加者数 — 
１６０人 

（Ｈ30年度） 

 

③シニア人材の活躍を支援 

 ・ 専門的な技術や経験を有するシニア人材を活用し、県内企業が求める人材を確

保するとともに、地域におけるシニアの取組を支援し、生涯活躍できる社会づくり

を進める。 

 （具体的な事業） シニア人材活躍支援事業  

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

シニア人材活躍支援センターを通じた 

県内企業への就職件数 
— 

１２０件 

（４年間） 
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（４）国内外から人を呼び込み、交流人口を拡大 

①観光地の魅力アップ  

 ・ 恐竜博物館の楽しみながら学ぶ機能の強化や、一乗谷朝倉氏遺跡の展示拠点

施設の整備など、観光地の魅力アップを図り、国内外から観光客を呼び込む。 

 ・ 新幹線敦賀開業、中部縦貫道延伸などを控え、まちづくり、産業、観光等の基盤

整備を進めるため、「新幹線開業・中部縦貫道開通アクションプラン」を策定する。 

 （具体的な事業） 新幹線開業・中部縦貫道開通アクションプラン策定事業 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

観光客入込数  
1,034万人  

（Ｈ25年） 

1，300万人 

（Ｈ31年） 

観光消費額  
836億円  

（Ｈ25年） 

1，200億円 

（Ｈ31年） 

 

②北陸新幹線・小松空港の利用拡大 

 ・ 北陸新幹線金沢開業を契機として、観光面での魅力を首都圏等に発信し、交流

人口の拡大を図る。また、航空会社とのタイアップにより、「本県の空の玄関口」と

して、小松空港の利用拡大を図り、本県への観光誘客を促進する。 

 （具体的な事業） 北陸新幹線開業対策誘客強化事業 

 小松空港を活用した誘客プロモーション事業 

 

③外国人観光客の誘客強化 

 ・ 外国人旅行者向けの観光ブランドを新たに設定する。また、バスツアーや受入

環境整備に対する支援、「ふくいドットコム」の外国語ページ充実などにより、外国

人観光客誘致を拡大する。 

 （具体的な事業） 外国人誘客に向けたブランド設定事業、外国人観光客誘致拡大事業、 

 観光施設等無線ＬＡＮ整備事業、消費税免税店開設支援事業、 

 外国人観光客受入体制強化事業  

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

外国人宿泊者数 
3万 1千人 

（Ｈ26年） 

10万人 

（Ｈ31年） 

 

（５）県民、地域、企業、大学など、各主体の役割 

県 民 ・ 商品やサービスの購入は、県内企業を優先的に活用 

企 業 ・ 県内企業への発注を推進、女性、シニアの雇用促進 

 ・ 技術革新による新商品・新サービスの開発、生産性の向上 

金融機関  ・ 若者や女性の創業支援、企業の新商品・新サービスの開発支援 

農業法人 ・ 食品関連製造業者との連携、園芸の導入など、儲かる農業の推進 

観光事業者 ・ 魅力ある商品・サービスの提供や顧客満足度の向上  



 

25 

 

《基本戦略５》 持続可能な元気コミュニティの形成  

 「地域のにぎわい拠点」整備を計画する市町 １７市町（H31） 
（「地域のにぎわい拠点」整備を計画する市町 ５市町（H27）） 

 

様々な世代が元気に長生きできるよう、健康づくりや生きがいづくりを推進し、また、

地域の商店街や老舗の維持を図るとともに、にぎわい拠点を整備し、子どもから若者、

高齢者まで多様な世代の交流を促進する。 

中山間地域においては、集落と街中の距離が近く、買い物や通院の利便性が高い

という特性を活かし、集落の維持を図る。小中学校の統廃合や高齢化集落の増加が

進む中においても集落の活力を持ち続けるよう、若い人の参画を積極的に促すととも

に、地域おこし協力隊など外部からの人材確保も進める。 

このように県外から来て地域で活動する若者や、県内の大学に通う県外出身者など

を「愛着県民」と捉え、定住人口増にもつなげる。 

 

（１）愛着県民プロジェクト 

ふるさと福井の共有という基準で人々を新たに捉え、「人口のふるさと化」を推進

する。具体的には、県外に住む本県出身者や本県へのふるさと納税者、観光客、地域

おこし協力隊、県外出身の大学生・留学生などを「愛着県民」と位置づけ、特産品の

購入やふるさとへの寄付などを通してつながりを深め、福井の良さ、ふるさと情報の

継続的な発信等により、将来の移住・定住につなげる。 

 
 

①「愛着県民」の仕組みづくり 

 ・ IT等を活用した愛着県民の登録や情報提供のシステムをつくる。 

 

②愛着県民の拡大 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

県外の学生や留学生を対象とした田舎体験プロジェクト 

県外大学との提携などにより学生や留学生を県内に呼び込み、

ホストファミリーのもとで田舎暮らし体験プログラムを提供 

首都圏におけるお店や大学等を通じた PR  

 ふくいゆかりの店や就職協定を結んでいる県外の大学における 

情報発信、県人会などを通じ、愛着県民を増やす。 

地域おこし協力隊卒業生の同窓会等の開催 

地域おこし協力隊卒業生の移住・定住や同窓会等の参加者に 

よる、ふくいの良さの県外 PRを促進 
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（２）賑わいや交流で、ふるさとの元気復活 

①空き店舗などを活用し、地域のにぎわい拠点を整備 

 ・ 集会施設や空き店舗等を活用し、住民の寄り合い場所や地元農産物等の販売

を行う拠点を地域の「つながり力」を活かし整備する。 

 （具体的な事業） 福井ふるさと茶屋整備支援事業 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

福井ふるさと茶屋整備支援事業実施地区 — 
２０地区 

（５年間） 
 

 

②地域の商店街、事業者の事業継承・強化を支援 

 ・ 独自技術を持った地域のシンボル的老舗企業を支援し、地域経済を維持する。 

 また、商業者の魅力ある個店づくりや、中心市街地におけるにぎわい・交流を創

出する活動を支援し、商店街の活性化を図る。 

 （具体的な事業） ふくいの老舗企業チャレンジ応援事業 

おもてなし商業エリア創出事業 

 ・ 小規模企業者の将来に向けた事業計画の策定や後継者確保などの課題解決

を支援し、円滑な事業承継を図る。 

 （具体的な事業） 小規模企業の事業承継支援事業 

  ・ ふくいの特色を活かした商品や隠れた名店の商品等を地域百貨店で展示販売

することにより、街なかの集客による賑わいづくりを支援する。 

 また、県内の幅広い製品・サービスの地産地消を推進する「買うなら県内」県民

運動を展開し、地域経済の活性化を図る。 

 （具体的な事業） “ふくいのとっておき”フードフェア開催支援事業 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

ふくいの老舗企業チャレンジ応援事業の 

支援件数 
— 

１００社 

（５年間） 

小規模企業の事業承継支援事業の 

支援件数 
— 

５０社 

（５年間） 

“ふくいとっておき”フードフェアの 

出店社数 

３５社 

（Ｈ26年度） 

１０５社 

（３年間） 

 

 

（３）若者や元気高齢者が支えるまちづくり 

  若者チャレンジクラブや若者グループが実施するふるさと応援活動への支援を

拡充し、伝統行事の復活、継承を推進する。 

 （具体的な事業） 若者チャレンジ応援プロジェクト事業  

・ シニア人材活躍支援センターを設置し、シニアの社会活動参加の相談や県内

企業が求める専門人材の確保を進める。 

 （具体的な事業） シニア人材活躍支援事業  



 

27 

 

 ・ 老人クラブなど、高齢者が地域住民とともに実施する地域を支える活動を支援し、

高齢者が元気で活躍できる地域社会を推進する。  

 （具体的な事業） 高齢者元気活躍支援事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

地域を応援する若者グループ数 
５６グループ 

（Ｈ26年度） 

１００グループ 

（H31年度） 

 

 

（４）豊かな環境を次の世代へ 

 ・ 里山里海湖研究所において、県民、活動団体、企業、行政が参加し、地域の特

性に応じた「研究」、「教育」、「実践」を進める。 

 また、ふくいの里山や周辺の名所・旧跡、美しい自然景観をめぐるトレイルコース

を設定する。 

 （具体的な事業） 「里山里海湖」研究活用推進事業 

ふくいＳａｔｏｙａｍａトレイル推進事業  

 ・ 未来に伝えていくべき福井の環境の保全活動につなげるため、「ふくいふるさと

音風景」にまつわる物語を募集する。 

 （具体的な事業） 「ふくいふるさとの音風景」を未来へ伝えようプロジェクト  
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現況値 目標値 

里山里海湖研究所成果 

① 身近な生きもの調査実施校 
— 

１４校 

（Ｈ31年度） 

里山里海湖研究所成果 
②ふるさと学びの森開設数 

— 
１７か所 

（５年間） 

里山里海湖研究所成果 

③生きもの歳時記調査報告件数 
— 

３，７００件 

（５年間） 

音風景投稿数 
５３件 

（Ｈ26年度） 

４９０件 

（５年間） 

 

（５）市町と連携した街づくり 

 ・ 県内各市町が創生戦略に基づいて実施するハード・ソフト事業に対し、自由度

の高い支援制度を創設する。 

 

（６）県民、地域、企業、大学など、各主体の役割 

県 民  ・ 祭りや防災など、地域活動への参加 

地 域 ・ 子どもと高齢者の交流など、地域のにぎわいづくり 

 ・ 若者や県外からきている人達が活動しやすい雰囲気づくり 

企 業 ・ 地域活動に対する人的、経済的支援 

大 学 ・ 地域活動に対する人的支援 

新規 


